
予算に係る政策手段

(1) 003318 (10) 003496

(2) 003319 (11) 003498

(3) 003320 (12) 007673

(4) 003321 (13) 003497

(5) 003322 (14) 003329

(6) 003323 (15) 003330

(7) 003325 (16) 007674

沖縄県試験研究機関整備の助成に要する経費
（昭和47年度）
（主）

みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうちスマート農業の総合推進対策
（令和4年度）
（主）

国益に直結した国際連携の推進に要する経費（戦略的国際共同研究推進事業）
（平成26年度）
（主）

スマート農業等先端技術の開発・社会実装促進対策
(平成30年度)
（主）

「知」の集積と活用の場によるイノベーション創出推進事業
（平成26年度）
（主）

シャインマスカット未開花症緊急対策
（令和5年度）
（主）

国立研究開発法人国際農林水産業研究センターに要する経費
（平成13年度）
（主）

未定

予算事業
ID

食料安全保障強化に向けた革新的新品種開発プロジェクト
（令和5年度）
（主）

事業名
（開始年度）

政策手段一覧

事業名
（開始年度）

みどりの食料システム基盤農業技術のアジアモンスーン地域応用促進事業
（令和4年度）
（主）

国立研究開発法人森林研究・整備機構研究・育種勘定に要する経費
（平成13年度）
（主）

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構に要する経費
（平成13年度）
（主）

国立研究開発法人水産研究・教育機構に要する経費
（平成13年度）
（主）

新たな連携研究スキームによる研究（農林水産政策研究調査委託費）
（令和2年度）
（主）

政策の概要
【施策の概要】

研究開発の推進、国際農林水産業研究の推進、科学に基づく食品安全、動物衛生、植物防疫等の施策に必
要な研究の更なる推進、戦略的な研究開発を推進するための環境整備、開発技術の迅速な普及・定着

政策評価体系上の
位置付け

農業の持続的な発展

みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち農林水産研究の推進
（令和4年度）
（主）

予算事業
ID

政策に関係する内閣の重要政策
食料・農業・農村基本計画（令和2年3月31日閣議決定）第3の2（7）
科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定）

政策評価
実施予定時期

令和６年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

イノベーション創出・技術開発の推進 担当部局名

農林水産技術会議事務局　（大臣官房政策課、林野庁、水産庁）
【大臣官房政策課、農林水産技術会議事務局研究調整課/研究企
画課/研究推進課/国際研究官室/研究統括官室/研究開発官室、
林野庁森林整備部研究指導課、水産庁増殖推進部研究指導課】

（農林水産省６－⑪）
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(8) 003326 (17) 007675

(9) 003328

非予算関連の政策手段（法令・税制等）

令和3年度
[百万円]

令和4年度
[百万円]

令和5年度
[百万円]

(1)
国立研究開発法人農業・食品産業
技術総合研究機構法
（平成13年）

- - -

(2)
国立研究開発法人国際農林水産
業研究センター法
（平成13年）

- - -

(3)
国立研究開発法人森林研究・整備
機構法
（平成13年）

- - -

(4)
国立研究開発法人水産研究・教育
機構法
（平成13年）

- - -

(5)
技術研究組合が取得した試験研究
用固定資産の圧縮記帳
（昭和36年度）

0
(0)

0
(5)

0
(令和6年
9月中旬

把握予定)

(6)
試験研究を行った場合の特別税額
控除制度
（昭和42年度）

3,871
(4,478)

4,176
(4,959)

4,719
(令和6年
9月中旬

把握予定)

令和6年
9月中旬
把握予定

行政事業レビューシート
参照URL

　技術研究組合法に基づき、技術研究組合が賦課金をもって取得又は製作した試験研究用資産を1円まで圧縮記帳。
　技術研究組合制度による共同体制での研究開発を促進することにより、農林水産研究の重点目標の達成に寄与する。

令和6年
9月中旬
把握予定

政策手段
（開始年度）

政策手段の概要等

スギ花粉米の実用化に向けた官民協働の取組の推進
（令和5年度）
（主）

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業
（令和2年度）
（主）

　食料・農業・農村基本計画等を踏まえて、農林水産大臣が指示した中長期目標の達成のため、熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外
の地域における農林水産業に関する技術上の試験及び研究等を推進する。

　水産基本計画等を踏まえ、農林水産大臣の指示した中長期目標の達成のために行う水産に関する技術の向上に寄与するための試験及び研究等並びに
水産業を担う人材の育成を図るための水産に関する学理及び技術の教授を行うことにより、農林水産分野における研究・技術開発等に寄与する。

ムーンショット型農林水産研究開発事業
（令和元年度）
（主）

-

-

税制の減収見込額（減収額）

令和6年度
[百万円]

 https://rssystem.go.jp

　支出した試験研究費を基に算出した一定の金額を、支出した年度の所得税額又は法人税額から控除する。
Ⅰ　試験研究費の総額の2～14％（中小企業者等については12～17%）の額を税額控除
Ⅱ　国の研究機関又は大学等と共同もしくは委託して行う試験研究の費用等（特別試験研究費）の20%、25％又は30％を税額控除
Ⅲ　平均売上金額に占める試験研究費の割合が10％超の場合には、控除率を上乗せ
　農林水産業及び食品産業の研究開発を促進することにより、農林水産研究の重点目標の達成に寄与する。

-
　 食料・農業・農村基本計画等を踏まえて、農林水産大臣が指示した中長期目標の達成のため、農業及び食品産業に関する技術上の試験及び研究等を
推進する。

-
　森林・林業基本計画等を踏まえ、農林水産大臣の指示した中長期目標の達成のために行う森林・林業・木材産業に関する総合的な試験及び研究等によ
り、農林水産分野における研究・技術開発に寄与する。
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移替え予算に係る政策手段（参考）

(1) 000582 (3) 006587

(2) 006586

（注3）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

予算事業
ID

予算事業
ID

（注2）個々の政策手段の予算額・執行額及び概要については、行政事業レビューシート参照URLに記載のWEBページより、各番号の行政事業レビューシートを参照。

各府省庁行政事業レビューシート
参照URL

（注1）当該政策分野の主たる「予算」「法令」「税制」については、「政策手段」の欄に「主」と記載している。
　　　　それ以外の政策手段については、「関連」と記載するとともに関係する政策分野の番号を記載している。

【復興庁より】
福島国際研究教育機構における農林水産研究の推進
（令和5年度）

事業名
（開始年度）

【復興庁より】
海洋生態系の放射性物質挙動調査事業
（平成24年度）

事業名
（開始年度）

 https://rssystem.go.jp

【復興庁より】
農林水産分野の先端技術展開事業
（令和5年度）
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